Nonstationary Estimation of Man and Hour in Japanese Lador Market by 宮崎, 憲治
Title労働市場の時間と人数に関する非定常推定
Author(s)宮崎, 憲治





























故 平 田清 明 名 誉教 授 遺 影 お よ び略 歴
日本 型 経 営 シス テ ム に お け る労働 管 理 … ・… … ・・吉
依
ネ ッ トワ ー ク外部 性 と シス テ ム互 換 性 … … … …贋
江
フ ィ リ ピン にお け る現 地 系 大 手 食 品 企業 に よ る
養 鶏 イ ンテ グ レー シ ョ ンの 形 成 … … … … … …大
労 働 市 場 の 時 間 と人 数 に関 す る非 定 常 推 定 ・・… ・宮
追 憶 文
平 田清 明 さん を偲 ぶ …… … … … ・・… …… … … … ・菱





































1は じ め に
Tachibanaki〔32〕は労働市場 の国際比較 をお こなってお り,そ こで 示 され
た様 々な 日本の労働 市場の特徴の つ に労働投 入量 の調整 に関 して雇用人数の
変動 は少な く,労 働時 間(特 に超過労働)を 中心に調整 され るとい うことがあ
る。 しば しば労働投 入量 は多 くの論文では労働 時間x雇 用 人数 と して簡単 に表
され てい るが,労 働 時間 と雇用 人数の区別 を した分析の重要性 を先 の論文 は示
唆 してい る。 こうした問題意識 を持 ってかかれた論文は他に も幾つか あるQ本
稿で は労働 人数 と雇用人数の区別 に注 目 した従来の実証分析 の,簡 単 な概観 を
は じめにお こなう。
その前 に,労 働 需要全般 に関 して,理 論的 にはNickel]〔24〕によ って,過
去の実証分析 に関 してHamermesh〔9〕が広範 囲])1こわたって概 観 してい るこ
とを述べ てお く。本稿で扱 うのはこ うした様々な労働需要問題に関 して,特 に
日本 の労働 需要 を分 析す る際 に重要 と考 えられ る雇用人数 と労働 時間の区別 に
重点 を置いた分析 をお こな うので ある。お溌ざ つぱにま とめて,企 業 の利潤最
大化 問題か ら,一 階の条件 を導 きだ した実証分析は次の3つ に分類で き,ま た
進歩 していった。
1.利潤最 大化 の一階の 条件か らターゲ ッ ト変数 を導 きだ し,こ の乖離 の2
乗 と調整 費用関数 の和 を考 え,そ れを最小化す る一階の条件を求め推定す
D具 体的 には時間 と人数の区別だけで な く,組合員 と非組合員やエ ネルギーその地の生産要素 を
考慮 した り,公共政策の労働市場に5.える影響や失 業についてであ る。
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る。
2.ターゲ ット変数に関 し部分調整 モデルに書 き換 え推 定す る。
3.将来 も考慮 に入れた利潤 最大化 の一階 の条件,オ イラー方程式2,を直接,
係数推定する%
.それぞれ,労 働 時間 と雇用人数 を区別 した論文につ いて,先 駆的 な実証論文




があ る。 日本の労働市場 につい て労働時間 よ り雇用人数 の方が調整速度が遅い
(調整 費用が大 きい)こ とが上 の論文 は示 してい る。
だが これ らの論文 は非定常の概.念を考慮 して,.実証分析 をお こなってない。
推定式に非定常変 数が含 まれ るとき,従 来の推定法 ほ使 えないのであ る。つ ま
り,最 尤法や一般化モー メン ト法4〕は正則条件 の もとで一致推定量 にな り推定
値が漸近的に正規分布 に従 うが,推 定式 に非定常変数 に含 まれ るときこれ は2
次のモー.メン トが有限でないので,正 則条件が成立 しないので,こ うした一致
性 は保証 されてい ないのであ る。加えて,Ne且sonandPlosser〔23〕力書示 した
よ うに失業率 を除 くほ とん どのマクロ変数 は一次の和分過程 に従 う仮説 を棄却
で きない のであ る。
以下,近 年計量経済学で重要 になって いる共和分5}をもちいて,従 来の結論
(日本の労働 市場 につ いて労働時 間よ り雇用人数 の方が調整 速度 が遅い)が 成
立す ることを示す 。そ こで オイラー方程式を直接推定す るので な く,計 量経済








ルに変換 して実証分析 をお こな う帥。
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nモ デ ル
ここで の調 整費用 のな い最適化 の条件 の導 出方法 はBernanke〔1〕お よび
Brunello〔2〕を簡便化 した ものである7)。
2ユ 労働供給
まず,労 働 供給 側,労 働 者 の行 動 を考 える。代 表 的個 人が 効用 関 数 〔1=
σ(C,H)を もち,耽>0,恥 く0と す る。Cを 消費財,Hを 労働 時間で ある。
Pを 物価,左 を所 得 として,次 の効用最.大化問題 を解 く。
maxU(C,∬)
∫・∫・PC=E(1)







・臆 す・・溜 保水準を擶 ・たまま 男 ・よHZ1%加関数・なる.以上が,
代表的労働者の所得関数であ り,これは時間の増加関数 となる。以下では,一
人当たりの所得の時間弾力性 を一定 とする。
6)労 動時 間 と雇 用時間 を区 別 していな いが,産 業別 にECMを お こな った論文 に井 出 〔14〕が





次 に,企 業側の行動 を前節 の労働供給 を踏 まえて,労 働需要 を決定す る。仮
定 として,産 出量rは 一人当 り労働時 間Hと 雇用人数NのCES型 の関数で
　エ　
あ ら わ さ れ る 。(r=F(亙 〃)=A[aN一 ρ+(1-a)五 一qρ 、0〈 γ<1,0)ま た,
一人当たり・所得・時間拗 性を一定 け る・(要/牲 請 書一…)
このとき企業の利潤最大化問題は
の
maxE,F,B'[君+・・届 一瓢 謁+,一PH41一 笠 」N㍉114)
jiO
であ る。 これはテーラー近似 をおこなえば,調 整 費用 の存在 しない場合で,利
潤最大 化 をお こない,そ れぞれを ターゲ ット変数H*,N*と して,次 の 費用









で融 先 成 して・鯉 し・テー・一近似をお・なうと.
H=ao十 α1y一σ2E「
ハr=bo十b,】r一う2EF(8)
と 表 す こ と が 出 来 る%
こ の 時 の 費 用 最 小 化 の 一 階 の 条 件 は 次 の オ イ ラ ー 方 程 式 と な る 。
H,一H;十`∬ ∠1H,一`丑BE,(∠1H,+1)=O
B)両 辺に対 数をとって も以下の単位根 検定や推定結 果において も同 じ結果 にな る。
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N,一N詐十CN∠IN,一`NθE,(AN,+L)=0(9)
ここで,あ とで ここで登場す る変数は全て1次 の和分過程 に従 うことが検定
さ.れるが,こ の時 には上 の一階の条件 はAPPENDIXAの 議論 を経 て以下の
連立方程式Hen〔lryモデル と考 え,実 際 の推定問題 に移 る。
4瓦=砺(昂 一1一砺一偽}㌃1十碗E`一1)十偽4H十 σ辺El十〃恥
AN,=2,,(N,_,一う。一b,Y,一1+わzE,一1)+み凶}㌔+ゐ必E}+"パ,(10)
それ ぞれ λ8,2Nは(一1,0)の範囲であ り,伽,伽 が大 きくなる とき,0に 近
づ く。それぞれの方程式 の意味す る ところは括弧 の中を長期 的な 〔調整費用の
かか らない)関 係 として,も し括弧 内が正,つ ま りH,Nが それ ぞれ長期 的な
関係 に比べて大 き くなると,そ れぞれ減少 させ る方向 にい く,そ して調整費用
係数が大 き くなるほ ど,係 数 λ はゼ ロに近づ く,つ ま り調 整が よ リスムーズ
にいかな くなるのである。
m実 証 分 析
まず は,変 数 につ いて述べ てお く。Nは 「毎月勤労 統計調査 報告」の製造
業の雇用人数指数(1990年基準),Hも 「毎月勤労統計調査報告」の製造業 の
総労働時 間指数,rは 「鉱工業生産 ・出荷 在庫統計」 の製造業 生産指 数,E'
は 「毎月勤労 統計 調査:報告」 の製 造業の現金給 与総額 の指数 に 「経 済統計 月
報」 の工業 製品卸売物価 指数 で割 った もので,そ れ ぞれに季節調整(移 動平
均)を し,月 次 データを4半 期 デー タに直 した ものであ る。
この4変 数 に関 して,一 次 の和分過程 に従 うか どうかを調べ るにはよ く知 ら
れ た ものに(Argument)Dickey=FullerTest"があ る。そ の結果が表1で あ る。
つ ま りすべての変数に関 して一次 の和分過程てあ るとい う仮説 は棄却で きない
こ とが一応示 され る10。そ こですべ ての変 数が ∫(1)と考 え,今 まで 考えたモ




64 (x421 ~fss~ ~s~
~ 1 a : ~.fv.~R~~
Unit root tests fnr variable H
Ctdt7Ctlf sample without trend with trend
nF 197002 199009 -2 .6607 f,-2.8963; -2 .5420 (-3.4639)
ADF(1) 197003 193004 -2 .6810 (-2.8967) -2 .5610 (-3.4645)
ADH(2; 197009 199009 -2 .7023 (-2.8972) -2 . fi395 (-3.4652;
ADF(3; 197101 199004 -2 .5514 (-2.8976) -2 .5160 (-3.4659;
ADF(41 197102 199009 -3 .3699 (-2.89SL; -3 .3481 (-3.4666)
Unit root tests far variaAle N
statistic sample withmut trend with trend
DF 197082 1990Q9 - .32536(-2,89631 .021538 (-3.9639)
A D F(1; 1970Q3 7990Q4 -1 .1176 (-2.5967; .78363 (-3 , 46451
ADF(2 1970Q4 1990(°29 -1 .0128 (-2.5972; - .66335 (-3.4652)
ADF13 1971Q1 19904)9 -] .4291 (-2.8976; -1 .0614 (-3.4659)
.9DF19; 1971Q2 1990Q9 -2 .3595 (-2.8981; -2 .1070 (-3,4666)
Unit root tests for vNrinhle E
srarisdr samPlc withnot trend with trend
n F 1970Q2 1990Q4 -1 .7221 (-2.8963) -2 .1384 (-3.4639)
A D F(1) 1970Q3 1990424 -1 . fi909 (-2.8967) -1 .9008 (-3.4645)
ADF(2 1970(24 19904)9 -1 .4994 (-2.5972) -2 .3341 (-3.4652)
ADF(3; 197191 1990Q9 -1 .4686 (-2.8976) -2 .5639 (-3.4659)
ADF(4; 1971Q2 1990424 -7 .4927 (-2.89811 -2 .7807 (-3.4666)
Uuit root tests for variahle Y



























95% critical vulux in brackets.
55l~A rfi t~a~~~ t A~V~ A9'i' b~~'~'IE~
~1 b : $.ff~~~ (~~~i<Xb)
Unit root tests for variable DH
(443) fi5











































statistic sample without trend with trend
DF 1970Q3 1990Q4 -5 .8252 (-2.8967) -6 .1955 (-3.9646)
ADF(1; 1970Q4 1999Q4 -1 .9982 (-2.8972) -5 .7959 (-3.4652)
ADF(2; 1971Q1 1990Q4 -3 .8172 (-2.8976) -4 .8644 (-3.4659)
ADF(8 197192 1990Q4 -7 .9350 (-L.8981) -2 .9524 (-3.4666)
AUF(11 1971Q3 1990Q4 -3 .4393 (-2.8986; -42505 (-3.4673)
Unit root tests for variahle DY
sr risrir sample without trend with tread
DF 1970Q3 1950(19 -4 .5492 C-2.8967) -4 .7286 (-3.4645)
ADFb; 1970Q9 1990QA -3 .9081 (-2.8972) -4 .0773 (-3.4662;
A D F (2; 1971Q1 1990Q4 -3 .6349 (-2.8976) -3 .7967 (-3.4659)
ADF(3) 1971 Q2 L990Q9 -4 .4547 (-2.89811 -4 .6794 (-3.4666)
ADF(4; 1971Q3 1990Q9 -4 .6669 (-2.8986) -4 .9159 (-3.4693)






A D E (4) 1971Q3 15
95% critical values in hracketse.
mple with nut trend with trend
0Q3 990Q9 -9 .7561 (-2 8967) -g 8526 (-3 4645)
0Q4 990Q4 -5 .5879 ~-Z 8972) -fi .6475 (-3 4652)
1Q1 199084 -4 .5197 (-2 8976) -y 5825 (-3 4659)
1Q2 990QA -3 .3327 (-2 8981; -3 4088 (-3 A666)
1Q3 990Q9 -2 .5898 (-2 89861 -p 9502 (-3 .4673)
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3.1推 定
APPENDIXBでは連立方程 式Hendryモデルの一般 的考察が考 えられてい
る。式(1①の推定手順は,既 に1次 の和分過程 に従 う事は示 され てい るため,
あ とは以下 の手順でお こなえば良い。
1、4変 数 の長期的な関係 は2つ あることを確 認す る。
2.(昂,/>,)は(巧,E;)のGrangerの意味での原因 とはならない ことを示す。
3.まず長期的 な関係,つ ま り共和分 関係 を推 定す る。
4.その残差,つ ま り共和分残差 を式(10)に代入 してSUR推 定 をす る。
最 初の長期 的な関係が2つ ある.ことを確認す るに はJohansen〔15,16〕の考
えに基づ き,JohansenandJuselius〔17〕で分布表が与 え られてい るランクテ
ス トをお こなえば よい。 ラ ンクテ ス トには最大固有値検定 と トレース検定があ
り,表2よ りいずれの検定 をお こな って もランクは2,つ ま り,4変 数のVA
Rか ら長期的 な関係は2つ ある ことが示されるk%
次 に(私,N)は(H,E;)のGrangerの意味 で の原 因 とは な らない ことを
示 すのだが,Sims,StockandWatson〔31〕に よると定常変数 に従来 に使われ
ていたGranger因果性の検定12:1をその まま使 えば よい と主張 してい る。 この
点 に関 して,注 意が 必要で あ る。共和 分 関係 が存在 す る2変 数 の場 合 に は
Sims,StockandWatsonの主張 は正 しいが,共 和分 関係 が無 い場 合や3変 数
以上で は必ず しもそ うとは言 えない ことをT(》daandPhillips〔33〕カ～示 してい
る。 よって非定常 変 数 のGranger因果性 を考 え る ときに は定常変 数 の時 の
Granger因果性 の検 定がそのま ま使 えるか どうか吟味が必要であ る。 ここでは
TodaandPhillipsのい うところの条件13〕を満た してお り,ま た4×4の ラグ
11)ここで,VARの 次数を3に している。いささか恣意的であ るが,赤 池情報量で の次数 は6を
示 し,ベ イズ情報量 は2を 示 し,MりjmunealLdM印n■ani〔20〕でその間の次数 を とれば よい と
い う条件 は満 た してい る。そ してその中で,Nと ∬ それぞれの変数 を除 いた2つ のJohansen
検定 をおこなうが,そ のときも次数3の 時に,両 方 に共和分が存在する ことが示 される、.
12)この検 定 に2つ あ るのは周知で あるが,こ こではSimsのや り方で な くGmngerのや り方 を
考 える。
13)彼らの論文の表記 を前提 に条件を示す とTank(砺)=亀,十分 な共和.分が存在する ときである。
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Null .Alternative Statistic 95% 90%
..一一
r=0 r>=1 87.2456 53,116 49,648
rく=1 r>`2 38.9454 34.91 32,003
r〈=2 r>=3 11.1003 19,964 17,852
r〈一3 r=4 1,638 9,243 7,525
多項式行列の中での2x2部 分が ゼロか どうか を検定すれば よいので あるか ら
共和分 関係 のあ る2変 数のケース と同 じよ うに考 え られ,従 来 のGranger因
果性 テス ト1引をお こなえばよい。その方法は ワル ド検定 をお こな う157。ラグ3
のVARで(昂,珊)は(}～,E;)のGrangerの 意 味での原 因で はない とい う
帰無仮説 の もとでのワル ド統計量 は15.435となる。仮説が正 しい もとで の5%
有意水準 は21.026(自由度12のカイ2乗 分布)で あるか ら帰無仮 説は棄却で き
ない。
14)TodaandPhillips〔訓 〕は モ ンテ カ ル ロ シ ェ ミ レ ・ーシ ョンで レベ ル のVARモ デ ル の ケー ス で
も統 計 値 が 漸近 的 に カ.イ2乗 に 従 う場 合 り 検 出 力 はECMの ケ ー ス で も大 差が な い こ と を示 して
い る。
15)Granger因果 性 テ ス トでTSPでVARコ マ ン ドを 実行 す る とGranger因果 性 の テ ス トを 自
動 的 に お こ な って くれ るが ここ で は使 え な い こ とに 注 意 す べ きで あ る。TSPで は(E'一H,1V,
F)と(い一H.N.E')の テ ス トを それ ぞ れ お こな うだ け で こ こで の(Y,E「←HN)の テ ス トは
お こ な え ない,
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次 に共和 分 関係 を推 定 しよ う。残差 に共分 散や 系列 相 関が存在 す る とき
OLS.で超一致性(収 束速度がT)で あ りなが ら2次 のバ イアスが存在 す るた
めに,小 標本で真の値 との乖 離の平均 が0で ないため,そ れを解決す るため に
Phillips〔27〕はDOLS(DynamicOLS)を考 えた16}が,実際 ここで もそれ を使
えばよい。表3は その推 定結 果である。(同時 にOLSの 結果 も示す。)2本 の
方程式 に同様な階差項 を取 り付 けるために,lag1を採.期した。つ ま り長期 的
関係 として
H,=100.58十〇.146Y,一〇.134E;{ (11)ハr,=92.61十〇.401】4-0.315E;
を採用す る。 これ は理論 的制 約,Y,Eに 関す る係数 の正 負は満たされてい る
こ とは明 らかであ ろ う。 また,leadの影響 はほ とん どいずれ の場 合 もない こ
とが示 されてお り,こ れは(Y,E")が∬ やNに 対 してSimsの検定方法 を考
えれ ばGrangerの意味 で原 因で ない ことを確認 している ことになる。 ただ,
どのよ うにlagやleadをとれば良いか につ いて明確 な基準が な く,こ れ につ
いては今後 の課題で ある。
共和分推 定 に関 してJ・hansen〔17〕のや り方が存在 す る。式(10)はt時点
での 』ylや4瓦 が存 在 した りして,Johansen推定の対 象式 とは若干の形が
異な るが,Gonzalo〔7〕が モ ンテ カル ロシュ ミレー シ ョンによ って,幾 つか の
共和分関係 の推定法 の中でJohansen推定 を最:も良い推定 と結論づ けてい る こ
ともあ り,参 考 まで に示す。既に表2よ り,4変 数の共和分 関係が2つ 存在す
る ことは示 され てお り,
16)〔〕LSの2次 の バ イ ア スを 解 決 す る方 法 と して 他 に もP涌LhpsandHa賂en〔28〕力二示 したFully
M【聖dih蝋且E馬timath)nなどが存 在 す る。





C 99,135 99.1706 99.8573 100,267 100,578 101,286 101,545
E 一 〇.35929 一Q.23535 一〇.⊥59074 一 〇.17606 一〇.13401 一〇,12693 一 〇.11398
Y 0.309876 Q.281467 0.181622 0.20095 O.146347 O.133112 O.124691
DE(一2) 0.186658 o.33388 0.233405
一
一
DE(一1) 0.324572 O.310491 Q.238593 o.222073 0.186706 　 .一 曲
DE 0.302544 O.275ア84 0.190992 口.254433 0.200094 O.166735




















DY 0.352694 D.304923 0.401258 0.350669 0.422701 0.779409 一
DY(1) 一 〇,0ア379 O.194027 　 一〇.15665 一 一
DY(2) 0.340286 一 一 一
N
C 91.4195 91,026 91,421 92.55〔〕1 92.6054 93,827 94.5356
E 一 〇.40644 一a .42905 一 〇.3744 一〇.3369 一〇.呂15呂7 一 〇.266 一 〇.23722
Y O.518266 o.552838 O.483788 D.425708 o.40053 0.32766 0.2呂2946
DE(一2) 0.657737 0.425356 0.370788 }
DE(一1) 0.4・14898 0.47302 0.427902 0.350982 0.338578 一
DE Q.375881 0.4ユ0476 0.348119 O.3ア2699 O.345636 0.266947 一
DE(1) (一.071204) 〔一.003997) 　 (一,019039) 　 』 一
DE(2) (一.029766) 　 一 『 一 一 　
DY(一2) (一,52E-02) (一.08・1396)(一.051570) 『 　 　
DY(一ユ) (一.109998} 〔一.132054) (一.1598呂1) (一,190512) (一,183924> (一138659)
DY (一,329757) (一.220931} 〔一.048968) (一,163992) (一.013955)
一
DY〔1) 一 〇.025214 一〇,32879 一 一 〇,28469 　 一





























と い う形 に な る 。 つ ぎ に
∫、2=ゴ2、=ゴ3L=ゴ32=ノ4、=ゴ42=α、3=a24=ひ3】(L)=わ,2(L)=δ、、(1)=642(五)=0
と い う仮 説 を 検 定 し な け れ ぼ な ら な い が,そ の 手 だ て は 非 常 に 面 倒 で よ くわ か
ら な い 。 と く に α、2=a,、=0の検 定 に つ い て は 砺 の 推 定 が 固 有 ベ ク トル か ら
求 め る 関 係 も あ っ て,パ ッ ケ ー ジ で は 存 在 し な い 。 た だ,」VとHの 間 に は 共
和 分 関 係 が あ ら ゆ る 場 合 に お い て も 共 和 分 関 係 が み ら れ ず,H,Y,Eと 以 聡
Eの3変 数 で は そ れ ぞ れ1つ の 共 和 分 関 係 が あ る こ と が 計 算 で き る ⊥%こ の と





と 推 定 で き る 。 こ こ で 調 整 係 数 に 関 し てNとHを 比 べ る と,」〉 の ほ うが0
に 近 く,CN>`∬ を 示 す こ と に な る で あ ろ う 。Johansenの最 尤 法 で.もE"と γ
の 符 号 条 件 と い っ た 理 論 的 制 約 を 満 た し て い る こ と は 明 ら か で あ り,DOLS
で の 推 定 結.果 と そ れ 程 大 差 が な い こ と が 示 さ れ る 。
最 後 に,DOLSで 推 定 し た 共 和 分 関 係 か ら 共 和 分 関 係 か ら 共 和 分 残 差 を 求
め そ れ よ り,SUR推 定 を お こ な っ て 係 数 推 定 を す る 。 さ てSURモ デ ル は
17)紙面の都合.ヒ掲載 しなかったが必要 な方 には計算結果 を提供 します。
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[AH,AN,一[謡:1[㍗謂 獄 溜 鷲 灘 錆1
.・1::::::1隠i・1:1:・14・
と
園 一[繍 ㌃ 諤 諤 凝蹴8撒 マ
・「::::::][AY,AE;]・[:1:]・ ・5・.
の2つ のモデルが考 えられ どち らを採用 す るか を考 えよ う。つ ま り,4、2=42、
=0の 仮説が棄却で きるか どうか考 え よう。制約 あ りを帰無仮説に した ワル ド
統計量 は3,21となる。仮 説が 正 しい時 の5%有 意水準 は5,99(自由度2の カイ






で ある。[・]は長期 的な関係であ り,レ]内 の乖 離が調整係数 を通 じて調整 さ
れ る。 さ らに 』の部分 は短期 的な影響 と考 え ら.れる。そ う考 えた時気 にな る
点 は1》,の推 定 式でdY,の 係 数が負 に なってい る点 であ る。 ただ'値 が 一
〇.885でゼ ロ係 数の仮 説 を棄却で きな く,耳 の増加には 私 ほ とん ど短期的に
影響が無い とも解釈 で きよう。 こ うした短期 的な効果 に関 しては推定式か らの
み の解釈で理.論的意味付 けか ら発 生 してい るものでな く,こ れ以上深.入りしな





であ り,Johansenの最尤法で求 めた ときと同 じくNの ほ うが0に 近 く,恥 〉
侮 が示 され る。さて,連 立方程式Hendryモデルで はこの 伽>CHが どこまで
信頼で きるか検定 してみよ う。
..ヒの推定値は漸近的に正規分布 に従 う。 したが って
1魏ゴll瑠([:]・[誼鷺]).(・ ・}




とい う一致推 定量 を使 う。






が 自由度2の ♂ 分布 に従 うことを利 用すれば よい。その95%点と99%点の軌.
跡 は楕円 になる'助。そ して,そ の楕円は45度 線の一方 にあ ることか ら,95%
お よび99%の確率 で両者が 同 じとい う仮説は棄却 される。 また符号が負である
こと示され,モ デルの条件が満た されてい る。 そ して雇南時 間 と雇用 人数は調
整速度は違 い,雇 用 人数 を調整す るほ うが 費用がかか るこ とが確認された。
18)紙面の都合上この図も省略c
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IV終 わ り に
以.ヒの分析 によ って,労 働需要を労働 時間 と雇用 人数 に分 けて分析 した従来
の研 究結果 が,最 近 明 らか になった非定常分析 を導入 しても同様 の結 果が得 ら
れ ることが確認 され た。
今後 の課題 は四つ考え られ る。
1.こ こで は 日本の製造業のみの分析 に限ったが,山 本 〔35〕が おこなった よ
うな男女比較,井 出 〔14〕がお こなったよ うな産業比較,そ の他 国際比較
を時間 と雇用 に分 けて分析す ることが考え られ る。
2.次 に,こ こで採用 したモデルであ る。
・生産 関数 をCES型 に置 き,ま た資本や その他産 出量 に関係 ある ものに
関 して 全て定数 項 に.含めて しまった。 この論文 で はBe皿anke〔1}や
B■undlo〔2〕のモ デルを設定を無批 判に長期 的関係 として導入 し,そ し
てオイラー方程式 を導 きだ して推定 した。よ り説 得的なモ デル導入が必
要であろ う。
・調 整 費用 関数 に関 して も,こ こで は2次 形 式 と仮 定 したが,こ れ を
Pfann〔25〕が採 用 した(雇 用 の増加 と減少が)非 対称 な調 整費用 関数
や,BurgessandDolado〔3〕力雪採用 した状 態 に応 じて変化 す る且91調整
費用 関数 を雇用人数 ×労働時間の労働投 入量 に関 してでな く,そ れぞれ
区別 してお こな うこ とが考 えられる。
3.また,異 時点 間の資源配分を考慮に入れたオイラー方程式か ら導 出 した経
済 理論 モデ ル と計 量経済学 的なHendryモデ ルとの一見 小 さ く見 え るが
なかなか埋 ま らない隔た りも重要である20レ。
4.最後 に推定問題があ る。 も し,変 数が定常 なら,Hansen〔1⑪ユが提 唱 した
19}具 体 的 に はUnemployment-Vacancyの比 率つ ま り労 働 市 場 の 逼迫 度 に応 じて変 化 す る雇 用 調
整 関数 を考 え る。
20)た だ,こ こで の 問 題 点 をDolado、GalbraithandBanerjee〔5〕は操 作 変 数 法 で 解 決 を図 ろ う と
し,シ ュ ミ レー シ ョンを お こな った こ とを付 記す る,,
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GMM(一 般化 モー メン ト法)が 非線形 関係 の係 数 を1]バス トに推定 し極
めて有川 で あるが,非 定常 の場合 には良 くわか ってい ない。Johansenの
共和 分 関係 を示 し,GMMを 推定 してい る実証例21)があ るが,今 後 こ う
した手順が正 しいか どうか早急に吟味 しなければ ならない と考 える。 ただ
線形 の場合 にはPhillips-andKitamura〔19〕がGMMで4}確 か に一致す る
が,FM-GMMを 使 えば2次 のバ イアスが除去で きるこ とを示 している。
彼 らは.他に もFM-IVやFM-GIVEを 示 し,こ れ らは漸近 的 には等 しい
が,更 にモ ンテカルロ シュ ミレー シ ョンで の小襟 本分.析で はFM-GMM




望 ま しい が は外 数変数 によ って,決 め られ る とす る認)。そ の関係 は テー
ラー.近似 をす ることによって,次 の線形関係 に表 され ると仮定33,。
∬布=β2、+〃,(24)
調整.費用 を導入 して,時 点の情報集合 による将来の合理的予測を加 えた次 の目
的関数
忍 … 急 ・'[(　一・・一 ・2+吉仙+・ ・曾・(25)
を.最小化す るように 諾を決定す る とすればその一階の条件は
∬一 躍導十κ4』7一7;BE,(Ax,+1)=0(26)
・一 ・・+毒・が ・去・一・一一 が(・7)
21)例えば,Pfa㎜〔25〕な どであ る。ただ ここで推 定 してい るの は変数 間のみが線形関係 になっ
ているGMMの 特 殊例で あることに注.意すべ きであ る。
22)このモデルの立てかたはKen..〔18〕による。
23)ここで は1変 数 を扱 ってい るが,多 変量.の場合 屯同様な議論が出来る。
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であ る。Gregoryetal.〔8〕のモ ンテ カル ロシュミレー ショぞによると,E高r+1
を ∬,.1に置 き換.えて..ヒの式 を推定す るよ り,以 下で説 明す るよ うにE,x,+、を
'時点まで の利 用可能 な情報(外 生変 数 のため過 去の ラグ変 数)で 表現 し,
ECMの 形 に変換 して式を推定 したほ うがパ フォーマ ンスがよいこ とが知 られ
い る。 ここでの実証 問題 では シュ ミレー シ ョン結果の良好 な後者のや り方を採
用する。 それ を具体 的に示そ う。
これ を整理す る と 　わ
(・一 μL)銑一(・一u)(・一go)Σ(go)醤 β9'・・(28)
5=o
こ こ で,0〈 μ〈1と し て μ→1asκ →D。 で あ り,μ 一→0揮 κ→0で あ る 別)。
さて& 。ψ鋸 β　 ・・W・・n・r=K・1・9…vの 原則を用・・て過 去・ ・
グで.構成 され るこ とを,定 常変 数の場合 にはHansenandSargent〔11〕が非
定常変 数(特 に1次 の和 分過程〉 ゐ場合 はHatanaka〔12〕カ{示してい る。具
体 的 には,定 常変数 の時,
9・一 α(五)・'α(L)一K一。a,L'a。一 ・,σ(・)<。(29>
うのz・ 一 向 わ〔ム)一Σ 二
。c,L'b。一 ・・ウ(・)〈。。(3・)
と書 き表せ るな ら,(σ(L)一1=∂(L))




と な る 。 一 方 非 定 常 変 数 の 時,
4島 一`(L)・.`(L)一E,=。`・〃 ・・一 ・,`(・)くD。(32)
と い う 確 率 過 程 を 考 え,
24)こ れ はSarg㎝t〔29〕の9章 に詳 し くか か れ て い る。
一「
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・… 一・6C(L)一IL+…2`(Ll一景 細 ・ …(33>
と 定 め る と,
の
Σ(μθ)協β　 一 β[改正)警 琵ゲ銑+埼]+飾一 β[る湾 言)司+殆
5昌o
(34)
と な る 。




と か け,非 定 常 褒 数 の 時,
(1一μ)一1(1一μL)x,=/3z,+β4(L)E,+(1-ue)㍑r(36)
と か け る こ と が 示 さ れ た 。 こ こ で,0〈 μく1と して μ→1aSX→ 。。 で あ り,
μ→Oasκ 一つ で あ る.
非 定 常 変 数 の 場 合 に は さ ら に,
」ユ:,=(1一μ)[躍,_、一βz,_、]+(1一μ)β』2,
十(1一 μ)(1-u6)[β4(L)∈,十賄1(37)
と い う 形 に 書 き換 え られ る。 合 理 的 期 待 よ り導 出 さ れ た モ デ ル は 簡 便 化 し た
Hendryモデ ル に 非 常 に 酷 似 し て い る 。
Hendryモデ ル は
」露,=δ(㊧_重一RZ,_、)+α(L)』置,+ゐ(五)42,+∈,
と い う 形 で,知 ら れ て お り,計 量 経 済 学 的 な モ デ ルで あ る2㌔
だ が,合 理 的 期 待 よ り導 出 さ れ た モ デ ル はz,は 後 ろ の 誤 差 項 と相 関 が あ り..
ま た こ こ で 示 して い な い が 』z2=`(ム)(κ+のの と き は 定 数 項 の 形 式 が 多 少 違.
い,Hendryモ デ ル と は い え な い 。
25}これについてはHcndry〔13〕,特に4,6,16章を参照。
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これ は計 量経 済学 と経 済 理論 との溝 の一つ で あ る。 こ う した点 に関 して
Gregoryetal,〔8〕が考 察 をお こな ってい るが,そ の結 論 は悲 観 的 な もので
あ った。私 自身 も含 めこう した計量経済学 と経 済学 の溝 を埋め るように努力 し
なければな らない。.今後 の課魎であ るが この論文 では各変数が非定常 変数の場
合に オイ ラー方程式 はHendryモデルにな るとして,
∠1即、=え(銑一、 βz,一、)+γ」z,_1+〃,(38)
とす る。 ここで,0<μ 〈1と して μ→1asκ→ 。。で あ り,μ→OasX一+0であ
る。
B連 立方程式Hendryモデルの推定方法
一本の方程式 に関す るHendryモデルの推 定方法はHatanaka〔12〕に詳細 に
かかれている。 そこには推定方法を1段 階で おこな うのと,2段 階に分 けてお
こな うや り方が述べ られている駒。1段 階 のや り方 を連立方程.式モデルにあて
はめるのは極 めて困難であ るが,.2段階 のや り方の場合には意外 と簡単であ る。
それを以下で説明す る。次 のモデルを考 える。観測値 の数は丁個であ り,t番
目の式 は
∠1〃,=Z♪(9r_民二14置f_1)十B∠互〃r_1十C4躍f十6,(39)
と表 せる。.〃,はm×1ベ ク トルテ∫2はn×1ベ ク トル,、4,B,CはmXn行
列で,Pはmxm行 列 である27)。Etはm×1ベク トルで,平 均 ゼロで,{飾}と
(〃,一1,g,一2,,..)と相関が な くその共分散は
E(∈fの=Σ
であ る。また,長 期的関係 として Ψ=.肋が考 えられ る。
。第1段 階
(39)を書 き換 えると,
26)ここで,説 明される ことは畠中道雄先生 の御指導 によるものであ る。先生に感謝 をす るととも
に,.この部分の優れた部 分は畠中先生 に帰 し,誤 った部分は私の間違いである ことを述べてお く。
27)β,Cに関 して ラグ多項式 の入った場合 も本質は変わ らないg
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(∬一(1斗一1)一トB)L斗一1ヌL2)〃r=(C一(C斗一DA)正)ユァ「畢一∈,(40)
と な る 。 さ て,燐=C-A.β ず=BA,鰐=① ≧2と し て,ザ(五)を 定 義 す る
と,
C一(C十DA)L=(1一(1十Z)十B)L十 β五2)五十(1-L)B*(五)(41>
と な る の で,(∫一 σ+〇+β)L+BL')を 逆 行 列 を 持 つ と仮 定 す る と(39)は
9,=Ax,十α一(∫十D十B)五 十B乙2)一'B*(五)」∬,
十(1一(1十1)十β)L十BLS)一1∈,(42)
と な る 。
Aの 第 ピ行 を ん,g;=(〃1,,_,伽 ∂ と し て,蜘 を 従 属 変 数(観,」 爵,
4;一b...,4媒一7)'を独 立 変 数 と し て,OLSを お こ な い 銑 の 係 数 を ん と す る 。
ん を 集 め て,4を 作 る 。
ヨ 　
もし,∫,に トレン ドが あれば 頁(A-A)はGaussianであ り,こ の事 は ∈,
と 」銑 にかかわ らず,成 立す る。 もし,エ、のdeterministic部分 に定数項が あ
れ ば τ(A-A)はMixedGaussianであ り,こ の 事 は(1一(1十D十 β)L十
B功一 協 が4銑 に対 して グ ランジャーの意味 で原 因で な ければ成 立す る。つ
ま り 勧 がSeのGrangerの意味での原 因で なければ成立す る。
・第2段 階
　 　




となる。OP(T一酉)の部分 を無視す る とこれ は外 生変数が各方程式 ごと同 じの
SURモ デルで あ る。 この時 は各式 ごとにOLSを お こな った係 数で よ く。そ
の残差 をもとに共分散行列 を推定すれば よい6
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